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みは重要性である。特に家庭からの負荷の大部分を占める冷暖房負荷を削減することは、大きな
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しかし、ハワード(Sir Ebenezer Howard, 1850-1928)の田園都市を除いて実現はしなかった。その中




















































































































表 2-1 工業と産業資本主義による街づくりの事例 































































表 2-2 理想社会主義による社会運動的な地域づくり 

















































































集積する一方異常な過密が発生した。1851 年のロンドンの人口は 200 万人とされ、大多数は都心





ロンドンの改革を行うべく、社会学者エベネザー・ハワード Ebenezer Howard (1850-1928)の田園
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表 2-3 田園都市論の概要 
 






・中央部：人口－最高 30,000 人/400ha 
用途－居住地、商業地、工業地 




























































市理念（表 2-3）として受け入れられた事による 9） 。大英帝国は最盛期に全世界の４分の１の国
土を支配していたことからも、植民地各地で田園都市を実現することが、田園都市運動を広める
ことにつながった。 
表 2-4 田園都市論の基本理念 














・人口規模の設定；6,000 エーカー程度の地域に 32,000 人 
・１つのガーデンシティは田園地帯もしくは公園でくぎられる。 































レッチワース                      ウェルウィン 


























   アウインの理想都市          ホイットンの理想都市 










































   
 















表 2-5 田園都市を受け継いだ住宅地域論（都市計画運動） 






－人口 3～10 万人、土地は原則として公有 
－都市の周囲は広い農地で囲み、経済を支える工業を設ける
－交通機関と供給施設は公営とする 
レッチワース（1903） 第一田園都市株式会社（First Garden city Ltd）設立 



































・人口 300 万人の現代都市 
・市民を市街地住民、郊外地住民、通勤住民に分けて収容 
・市街地を中心にその外側に田園都市地区、工業地区を配置 
・市街地 - 広大なオープンスペースの中の 60 階建の摩天楼 
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５ 都市に自然と農的な営みを 
 




































































6) 理想都市（Idial City）とは、科学的、数学的にはっきりした形があり、実現する可能性がある。 
7) ギリシャ語を手がかりとした T.モアの造語。「どこにもない(ou) 場所(topos)」＋「良い(eu) 場所(topos)」」。現実には存在
しない理想的な世界のことで、「理想郷」「無可有郷（むかうのさと）」などと訳される。現実世界への不満から生まれた夢
の世界で絵画や物語のなかの世界であり、実現の可能性はない。 
8) プレスター･ジョン Prester John というキリスト教徒が、東方に王国を建てたという中世ヨーロッパに流布した伝説。15～
16 世紀には、キリスト教徒のいるエチオピアにプレスター･ジョンの存在を求めるようになり、ヨーロッパ人によるアフリカ
探検の原動力となった。エチオピアは「プレスター･ジョンの国」と雅称されることがある。 
8) 文献 [19] 
9) 文献[42] p45, [19] 
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２ 日本における都市・地域づくりの歴史的展開と課題 
２－１ 政策としての都市・地域計画の経緯 
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表 3-1 全国総合開発計画の概要 



































































































































































































































































表 3-2 日本における環境保全型都市づくり 
 目 的 政策・計画 課 題 
第１期 






































































表 3-3 環境影響評価法における評価項目 
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表 3-4 環境基本計画の長期目標 
循  環 ・水の健全な循環を確保するためには、雨水の地下への浸透を保障すること。 
・都市建設における環境への負荷の軽減化、不要物の発生抑制や適正な処理、循環。 
















表 3-5 環境問題に対する取り組み 
テーマ 目  的 手   法 
地球温暖化 

















住民参加 プログラムの整備 場や機会の提供 
修復・維持  里山保全、ため池の保全、河川の多自然型工法の適用 
開発の規制・誘導  環境配慮指針、まちづくり条例 









































コミュニティの創造  ソフトエネルギー利用、廃棄物リサイクルなど 

























1603 年に開かれた徳川幕府は 1867 年に大政奉還が行われる迄の間の約 260 年間、鎖国政策に
よって食糧やエネルギー資源に関してわが国をほぼ完全な封鎖経済とした。江戸時代の人口は、
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表 3-7 鉄道会社の開発した住宅地（戦前の事例を中心として） 
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画された（表 3-8）。その中でも昭和 37 年に入居が開始された千里ニュータウンは、草分け的存在
である。昭和 43 年に高蔵寺ニュータウン、昭和 46 年には多摩ニュータウンで入居が開始され、
東名阪各大都市圏にニュータウン全盛時代が訪れる。 
 
表 3-8 20 世紀の主な大規模ニュータウン開発 
ニュータウン名称 事業内容 計画人口（現在） 開発時期 事業主体 
千里ニュータウン １団地の住宅経営(661ha) 
新住(499ha) 15 万人(11.8 万人) S35～44 大阪府 
須磨ニュータウン 新住 (428ha) 区整(308ha) 




一般住宅地造成事業(46ha) 18 万人(15.5 万人) S40～57 大阪府 
高蔵寺ニュータウン 区整(702ha) 8.1 万人(4.6 万人) S40～55 住都公団 
多摩ニュータウン 新住(2563ha)区整(453ha) 37.3 万人(9.15 万人) S41～65 東京都、東京都公社 
住都公団 





10 万人(3 万人) S43～60 住都公団 
文部省、茨城県 
千葉ニュータウン 新住(2913ha) 34 万人(2.2 万人) S44～68 千葉県、住都公団 










17 万人(0.2 万人) S46～69 神戸市、住都公団 





30 万人(5.2 万人) S49～S62 住都公団 
※日本都市計画学会誌「都市計画」no129, 1983.12 を参考に作成 
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表 3-9 ニュータウンの概要と母都市との関係 













計画人口 15 万人 
昭和 37 年 入居開始 
・千里丘陵を切り開いて造成された 
緩やかな傾斜地と人工的な緑地が特徴 




大阪梅田－千里中央（19 分・12.3 km） 






計画人口 30 万人 















計画人口 18 万人 






































計画人口 10 万人、昭和 56 年 街開き ・六甲山脈の北側の広大な農地が住宅地となった 
・北摂ニュータウンによって、三田市は日本で最も高い
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1) 建設省では平成 10 年 3 月に策定された 21 世紀の国土のグランドデザインに示された「参加と連携」などの国土づくりの理
念を地域レベルで具体化するため、平成 10 年 1 月より、次世紀の地域づくりのあり方について、「新しい地方生活圏のあり
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の尺度が物の豊富さであった、日本独特の感情であると思われる。 
 


































シュツットガルト市 ドイツ ○   ○ ○ ○ ○
フライブルグ市 ドイツ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
カールスルーエ市 ドイツ  ○   ○ ○ ○
エアランゲン市 ドイツ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ライプチヒ・オストラウム・プロジェクトドイツ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
クリチバ市 ブラジル    ○ ○ ○
国内 
飯田市 －エコタウン事業－  長野 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○
大宮市都市環境計画 －エコシティ－  埼玉 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○







エコロニア住宅団地 オランダ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○
カッセル・エコロジー団地 ドイツ ○ ○   ○ ○ ○ ○
シャーフブリュール・エコロジー団地 ドイツ ○  ○ ○  ○
ビレッジホームズ アメリカ ○   ○ ○ ○ ○
国内 
北九州市 －エコタウン事業－  福岡 ○ ○    
川崎市 －エコタウン事業－  神奈川 ○    
札幌市 －エコタウン事業－  北海道 ○ ○ ○   
大牟田市 －エコタウン事業－  福岡 ○ ○ ○   
千葉県 －エコタウン事業－  千葉 ○ ○   
岐阜県 －エコタウン事業－  岐阜 ○ ○ ○    ○
エコインダストリアルパーク構想 神奈川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○
百合ヶ丘 NT 六反田池周辺地区計画 茨城 ○ ○   ○  ○ ○ ○
鶯沢町エコタウンプラン 宮城 ○    
国母工業団地 山梨 ○ ○   
広
域 
海外 IBA エムシャーパーク ドイツ ○ ○   ○  ○ ○ ○






Center for Alternative Technology  イギリス ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○
ソーラー・リビングセンター アメリカ ○  ○ ○  ○ ○
フォルクセンター デンマーク ○ ○ ○  ○ ○  




アルコサンティ アメリカ ○   ○  
オーロヴィル インド ○ ○  ○   






ビレッジ・ホームズ アメリカ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○
シーサイド アメリカ ○   ○ ○ ○ ○ ○
ケントランド アメリカ ○   ○ ○ ○ ○ ○
ラグナ・ウエスト アメリカ ○   ○ ○ ○ ○ ○
ノースウエスト・ランディング アメリカ ○   ○ ○ ○ ○ ○
セレブレイション アメリカ ○   ○ ○ ○ ○ ○
※文献[69]のデータに加筆 
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３ 環境と共生できる社会づくりの理念 























































































表 4-2 アワニー法則（要約） 
１コミュニティの原則（Community Principles） 
１ 住民の生活に不可欠な様々な施設や活動拠点をあわせ持つ、多機能で統一感のあるものとすること 
２ できるだけ多くの施設が相互に気軽に歩いていける範囲内に位置するように設計すること  
３ 同時にそれらは公共交通機関の駅や停留所に簡単に歩いていける距離内に整備されること  
４ 様々な経済レベルや年齢の人々が住めるよう、様々なタイプの住宅が供給されること  
５ 住んでいる人々が喜んで働けるよう、仕事の場がコミュニティ内で産み出されること  
６ 新たにできるコミュニティは、それを包含するより大きな交通ネットワークと調和をとること  







12 天然の地形、排水、植生などは、可能な限り元の自然のままでコミュニティ内に保存されること  




２ リージョン（コミュニティを包含する地域）の原則（Regional Principles） 
１ 地域の土地利用計画は、従来は自動車専用道路との整合性を第一に考えたが、これからは公共交通路
線を中心とする交通輸送ネットワークとの整合性をまず第一に考えること 
２ 地域は、グリーンベルトや野生生物棲息境界などの形で他の地域との境界線を常に保持すること  
３ 市庁舎やスタジアム、博物館などのような地域の中心的な施設は、都市の中心部に位置すること  
４ 地域の歴史、文化、気侯に対応し、独自性が表現・強化されるような建築方法、資材を採用すること 
 
３ 実現のための戦略（Implementation Strategy） 
１ 全体計画は前述の諸原則に従い、状況変化に対応して常に柔軟に改定されるものであること 
２ 地域全体との不整合な乱開発を防ぐため、地方公共団体は、適正な計画策定プロセスを保持すること 
３ 開発事業の実施以前に、前述の諸原則にしたがった詳細な計画が策定されていること  
４ 計画策定プロセスには誰でも参加できるようにし、提案が視覚的に理解できる資料を提供すること 
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図 4-1 木津町 
 
京都府相楽郡木津町は京都府の南端、奈良市の北に位置する、面積 23.63k ㎡（東西 8.6 ㎞、南
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907ha であるが、その時点でも扶養可能人口は 9,821 人であった。木津町において住宅地開発がな
される前の耕地面積から見た適正人口は１万人程度であった。 
 
表 4-4 木津町の人口と耕地面積の推移 
 人口（人）世帯数（世帯）世帯人数（人）耕地面積（ha） ニュータウン開発 
H14 34,670 11,760 2.9   
H12 33,504 11,224 3.0   
H7 27,090  8,583 3.2 568 木津南 入居開始 
H2 23,327  6,845 3.4 588  
H1 22,344  6,510 3.4 601 木津川台 入居開始 
S61 17,327  4,835 3.6 621 相楽ニュータウン 入居開始 
S56 15,860  4,296 3.7 644  
S51 12,042  3,153 3.8 712  















全   国 
平成 12 年 4,830,000 46,285,890 126,930,000 48,074,401 37.9％
平成７年 5,038,000 48,279,154 125,570,246 50,144,686 39.9％
京 都 府 平成 12 年 7,100  68,039 2,644,331 70,668 26.7％
木 津 町 
平成 12 年 523  5,012 33,504 5,306 15.8％
平成７年 529.7 5,076 26,560 5,272 19.9％
昭和 46 年 824 7,896 10,966 8,992 82.0％
昭和 33 年 907 8,692 10,912 9,821 90.3％
１）生産農作物の総熱量＝耕地面積×単位作付面積当り熱量 







































表 4-6 建物用途別延べ面積及びエネルギー消費量 
 業務施設 商業施設 医療施設 宿泊施設 教育施設 娯楽施設 独立住宅 集合住宅
原単位冷熱 (Mcal/㎡・年) 71.4 85.8 46.9 64.8 22.2 67.6 8.1 9.4
温熱 (Mcal/㎡・年) 63.2 40.7 354.4 427.9 69.8 151.3 206.1 73.1
電力 (kWh/㎡・年) 170.1 291.3 90.2 132.4 54.6 168.2 24.7 39.4
木津町
 
延床面積（㎡） 82,880 161,550 23,830 10,700 358,590 23,550 297961 640,430
冷 熱 (Tcal/年) 5,918 13,861 1,118 693 7,961 1,592 2,413 6,020
温 熱 (Tcal/年) 5,238 6,575 8,445 4,579 25,030 3,563 61,410 46,815
電 力 (MWh/年） 14,098 47,060 2,149 1,417 19,579 3,961 7,360 25,233
１）原単位＝柏木孝夫「エネルギーシステムの法則」による 
        ２）延床面先は、H8 年度の都市計画図 1:2500 より実測した 
 
■ 廃棄物発電量= P×D×E×I×E   = 4,460.82 Tcal 
P= 処理人口    = 10,345 人(H10)
D= 1 人あたり年間ごみ排出量 = 620.91kg(H10) 
I= 焼却効率 (85.4%) 
H= 低位発熱量 (1,900kcal/kg) 
E= 未利用エネルギー利用効率 (42.8%) 
 






図 4-3 エネルギー供給地点 
 
 ■ バイオマスエネルギー=Bam×BamE×E = 45.27 Tcal/y  





が大きい。そのため、木津町では導入するとエネルギー的に不利に作用するという結果が出た 11） 。 
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表 4-7 水循環のための技術 














地域社会への影響  暮らしの保障 生活一般 コミュニティ 
産業活動 アメニティ 
環境を考える      防災計画      衛生法 都市計画  
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地表(％) (ha) (％) (ha) (％) 
自然的土地利用 0 1052.0 45   - 23.5 829.8 35   - 
住宅用地 60 298.3 13 7.8 88.8 387.1 16 9.6 
商業用地 80 24.8 1 0.8 10.3 35.1 2 1.6 
工業用地 80 75.8 3 2.4 0.0 47.8 20 16.0 
公共・公益用地 60 165.5 7 4.2 69.9 235.4 10 6.0 
道路用地 100 364.0 15 15.0 50.5 414.5 18 18.0 
交通施設用地 100 20.9 1 0.9 1.4 22.3 1 1.0 
その他 90 361.7 15 13.5 1.3 363.0 16 14.4 
計  2363.0  44.6 245.7 2363.0  66.6 
 
＊文献[31]p10 ミドルセックス郡（米）の土地利用と不透水性地表の割合(Muller 1969, Mather 1978)参照。 



























図 4-4 月別可燃ゴミ収集量 
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ビオトープ（biotop）という用語は、本来、ドイツ語の bio（生物）と top（場所）との合成語。ドイツの生物学者ヘッケルに よ
って提唱された。英語・フランス語では biotope。 
7) 生命地域主義：アメリカにおいて 1973 年、Peter Berg 氏によって設立されたプラネット・ドラム財団 Planet Drum Foundation





8) The Ahwahnee Principles ：Peter Calthorpe, Michael Corbett, Andres Duany, Elizabeth Plater-Zyberk, Stefanos Polyzoides, Elizabeth 
Moule によって起草され、1991 年の秋に、カリフォルニア州ヨセミテ公園のホテル・アワニーで、地方自治体の幹部達に発表
された。文献[4]。 




10）廃棄物焼却熱利用：搬送動力＝55.0kcal/h･m  熱損失＝135.0kcal/h･m。 
下水処理水熱利用：文献[45]による 
搬送動力＝ )23.00032(81.0 5.0 
t
tt Q
LzQE    
Et:搬送動力［kW］，Qt:搬送熱量［kcal/h］，z:地点間標高差［m］，L:地点間距離［m］ 







lq    
    q:配管からの熱損失［kcal/h］，λ:半無限固体(土)の熱伝導率(1.0)［kcal/m･h･℃］，l:配管長［m］，  









14) 1997 年 12 月から 1999 年３月まで，旭川医科大学医学部看護学科の安川緑講師と共に，北海道高齢者問題研究協会より，高
齢者問題研究・研究助成により，園芸療法についての研究活動を行った。論文[63] 
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環境配慮型の建築は 1976 年頃から米国を中心に、その必要性が認識され、1982 年から





















ついては、注意深い LCA 評価が今後とも必要である。 
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表 5-1 環境配慮型建築の手法 
対 象 効   果 手    法 
太陽光 採光、発電 昼光利用、光屋根、温室、植栽、トップライト 
太陽熱 吸熱、集熱、蓄熱 給湯、暖房、冷房、乾燥、温度差、換気、 
パッシブソーラー、温室 
日射 日射遮蔽、空調負荷削減 庇、影、ブラインド、窓周り、植栽、配置計画 
地形 日射遮蔽、防風、利風 空間計画、配置計画 
地下水・海水 冷却 冷却水、ヒートポンプ熱源、蓄熱 
雪 断熱、保温、採光、蓄熱、冷蔵 屋根積雪、敷地内積雪、雪面反射 
雨 除熱、水資源 雨水利用、貯留、経路、散水、親水 
大気 冷却、換気、放熱、吸熱 熱源、自然換気、放熱冷却、外気冷房、ナイトパージ 
風 換気、排熱、通風、冷却 自然換気、放熱、風力発電、開口部 
循環 熱移動、排気、伝達 ダブルスキン、大空間 
水 冷却、冷房 蒸発潜熱、熱高官、ヒートポンプ、蓄熱、散水、親水 
土 冷却、保温、加熱、断熱 地中化、クールチューブ、断熱、屋上覆土、地下空間利用
植栽 日射遮蔽、防風、断熱 日射遮蔽、空気浄化、通風・防風、屋根緑化、照返防止 
建築躯体 日射遮蔽、放熱、吸熱、保温 断熱、保温、形状、表面仕上、材質、材料、熱許容量 
バイオ 発電、無害化、資源化 ゴミ処理、コンポスト化、敷地内処理、脱臭、排熱利用 
















































































cost benefit 1) の考え方により、実験住宅の評価をするために、先ず建設費や補修などにかかっ
た費用についてまとめてみた。環境によいとされる様々のシステムや建材を使って住宅を建設し
ようとすると、とてつもなく莫大な費用を必要とする。一般住宅の建設コストは坪単価で表現さ
れるが、建設業界新聞によると、2000 年度に建設された住宅の平均坪単価が約 72 万円だという。
これに対し、環境共生住宅として紹介されている事例をみると、今のところ坪単価が 120 万円以
上のものばかりである。４人家族の必要とされる住居面積を 50 坪とすると、6000 万円が建設費
に必要となる。環境に優しく住まおうとすると、建ペイ率は６割以下に押さえるのが望ましい。








実験住宅の坪単価は 87 万円（表 5-2）で、環境設備を省くと 79 万円/坪となる。一般的に建売
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表 5-2  項目別建設費 
工 事 項 目 金 額 備  考 
共通仮設工事 110 万  
建設主体工事 2,900 万 外壁の二重構造や棟換気なども含む 
電気設備工事 190 万 IT設備費も含む 
給排水衛生設備工事 210 万 雨水用配管も含む 
空気設備工事 80 万  
外構工事 160 万  
特殊環境設備工事 380 万  
環境設備工事 （170 万） 蓄熱式床暖房、雨水再利用システム 
太陽電池設置工事 （210 万） 補助分 80万を除く 
諸経費 150 万  




























 課税標準は、1 月 1 日現在の固定資産の価格であるが、土地・家屋については国が定める固定
資産評価基準に基づいて 3 年ごとに評価替えを行って定め、原則として、3 年間据え置くことに
なっており、最近では平成 12 年度がその評価替えの年であった。平成 13 年度は、土地について
地価の下落傾向がみられる地域については、価格が修正されている。ただし、修正後の価格より
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３ 環境共生型住宅への道筋 
３－１ 環境共生住宅とは 
























図 5-1 環境共生住宅の三要素 5) 
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表 5-3 環境共生住宅（環境共生型住宅）の評価 


















項  目 
 
           住宅（商品）名 
 
 


















省エネルギー 省エネ型設備の利用 ○   ○  ○
自然・未利用エネルギー 
の活用 
太陽光エネルギー（パッシブ）の利用 ○   ○ ○  
太陽光エネルギー（アクティブ）の利用 ○  ○ ○ ○
太陽熱エネルギーの利用  ○ ○  ○
暖房負荷の低減 
採光・遮光 ○ ○   ○ ○ ○
熱損失の少ない建物形状 ○   ○ ○ ○
住宅の適切な断熱・気密 ○ ○   ○  ○
ライフサイクル 
エネルギー 
生産・流通にかかるエネルギーの低減 ○      
メンテナンス性・更新性の向上 ○   ○  ○




省資源（廃棄物の削減） ○    ○
有機物資源のサイクル化     ○
水資源 
浸透面確保   ○  ○
雨水集水・貯留システム   ○ ○ ○
生活用水の再利用   ○  ○
節水型の設備・機器の利用 ○   ○  ○
安全・健康・快適性
 
生態・自然環境 緑化 ○   ○ ○ ○
人体と環境への負荷削減 
自然素材の導入活用 ○ ○ ○  ○ ○ ○
健康配慮型建材の利用 ○ ○ ○ ○   ○ ○
高齢者・障害者対応（バリアフリー） ○ ○  ○ ○ ○
住宅内外の連続性 開放的でゆとりある空間確保 ○ ○   ○ ○ ○
温熱環境 
通風・通気 ○ ○   ○ ○ ○
調湿性能 ○ ○   ○ ○ ○
空気の清浄化 ○   ○ ○ ○




音・振動環境 遮音性などプライバシーへの配慮 ○  ○  ○
地域社会との関係 
視線などプレイバシーへの配慮 ○   ○  ○
































































図 5-2 環境共生地域づくりの理念に立った環境共生型住宅 
 
３－３ 環境共生型住宅の技術 
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表 5-5 地球にやさしい地域づくりのための環境共生型住宅への技術 
項目 細 目 地球環境保全のための技術 
長寿住宅
 
ゆとりの確保 ①階高のゆとり ②床荷重のゆとり ③敷地面積のゆとり 
④延床面積のゆとり ⑤その他リニューアルへの考慮 
建築材料の合理的耐久性 ①耐久性／耐震性／耐火性／保守性に優れた材料  
②耐久性を高める構法 ③部分更新容易な構法 ④その他 
設備材料の合理的耐久性 ①耐久性／耐震性／耐火性／保守性に優れた材料  








外壁・屋根・床の断熱 ①高断熱・高気密、②外断熱 ③半地下構造、④屋上緑化、 
⑤屋根貯水 ⑥躯体畜熱 ⑦その他 
窓の断熱・日射 
①熱線反射／吸収ガラス ②庇  
③複層／Low－ε／ヒートミラーガラス 
④エアローウィンド ⑤ダブルスキン ⑥その他 
局所空調・局所排気 ①タスク＆アンピエトン空調 ②床吹出空調 ③局所排気  
④分煙 ⑤脱臭便器 ⑥その他 
無駄の回避 ①混合損失の回避 ②除湿再熱の回避 ③配電損失の低減  









①太陽光発電 ②太陽空気集熱 ③太陽水集熱 
④地中熱 ⑤井水熱 ⑥河川／海水熱  
⑦風力 ⑧小水力 ⑨外気冷房 ⑩冷却塔冷水 ⑪その他 
エネルギー・資源の有効利用
エネルギーの効率的利用 ①コージェネレーション（エンジン／タービン）②燃料電池  
③採熱回収 ④排気熱回収（全熱交等） ⑤その他（下水熱等） 
負荷平準化 ①水畜熱、②氷畜熱、③潜熱畜熱、④土壌畜熱、⑤蓄電（NAS 電池等） 
⑥ガス冷房、⑦その他 
搬送エネルギーの最小化 ①VAV ②VWV ③換気量制御（CO／CO２） ④衛生動力の省エネ 
⑤昇降機の省エネ、⑥その他 
照明エネルギーの最小化 ①高効率照明器具 ②初期照度補正制御（セルフコントロール） 
③連続／段調光 ④タスク＆アンピエトン照明 ⑤その他 
水資源の有効活用 ①排水再利用 ②雨水利用 ③各種節水システム ④その他 








⑤人体に無害な材料（VOC 発生建材や石綿等への配慮、EM ケーブル等）  
⑥その他 
熱帯材型枠の使用合理化 ①型枠転用回数の増加 ②各種代替型枠 ③PC 化 
④その他型枠を使用しない工法 
副産物・再生資源の活用 ①高炉セメント等 ②電炉鋼等利用範囲拡大 ③再生砕石・再生骨材 
④汚泥焼成レンガ ⑤その他再生資源の活用 
解体容易な材料・工法 ①定尺を考慮したモジュール設計 ②標準化設計 ③その他 
建設時の負荷削減
 





②適量購入・梱包レス化 ③プレハブ化  
④仮設資材への配慮 ⑤発生土適正処理 ⑥その他 
ノンフロン化・フロン回収 
①代替フロン冷媒 ②ノンフロン冷媒 ③代替ハロン消火  



































表 5-6  工事概要 
構     造 木造 ２階建 （母屋・書庫） 
敷 地 面 積 198.36 ㎡ （約 60 坪） 
建 築 面 積 88.25 ㎡ (建ペイ率：44.49 ％)  母屋 60.66 ㎡  書庫 27.91 ㎡ 
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表 5-7  建築概要 
工 事 名 称 応地邸 新築工事 
工 事 場 所 京都市北区上賀茂御薗口町 30 
建  築  主 応地 利明 ・ 応地 章子 
用 途 地 域 第１種低層住居専用地域 （建ペイ率 50 ％ 容積率 80 ％）    
防 火 地 域など 防火指定なし  法 22 条指定なし高度地区  第１種高度地区 
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図 5-8  系統連携システム 
 
投資額が発電によって何年で回収できるか、概算を試みた。実験住宅に設置した太陽電池容量
2.8kWh 分での年間予測発電量は、2,530kW/h であり、関西電力への売電価格は、約 2001 年の時点
で ¥21/1kWh である。太陽光発電システム導入にかかった費用は 280 万円。新エネルギー財団か
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らの助成金を差し引くと 210 万円であるが、5 年ごとに点検を依頼する費用が１回 2 万円程度を
25年分加算して 220万円の投資とする。年間発電量より売電により回収する費用は 53,130円/年、
関電との契約により買電分が通常に比べ 4 円/1kWh の割引となり、予測電力使用量の 10,627kWh
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図 5-9  雨水タンク用ピット断面図 
 















図 5-10  雨水利用状況概略図 
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図 5-15  南側の深い庇 
 
      
       図 5-16  １階から２階への通気小窓          図 5-17  光の取り込みと熱気の上昇のための吹抜 
 











































図 5-18  実験住宅におけるデータ収集状況 
 
 
   
図 5-19 データ収集用パソコンの収納状況 
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表 5-9 ボックス内の端子台 
2 ペア 2 ペア 2 ペア 2 ペア 4 芯 S 4 芯 S 4 芯 S 4 芯 S 6 芯 S 2 芯 2 芯 6 芯 S 6 芯 S 6 芯 S 6 芯 S
赤 黒 赤 黒 赤 白 黒 黒 白 赤 黒 白 茶 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
日射計 日射計 日射計 日射計 ＧＮＤ 水位計 水位計 水位計 GND 雨量計 雨量計 流量 13 流量 13 流量 25 流量 25
入力＋ 入力－ 出力＋ 出力－ 電源 出力＋ OV 出力＋ 出力－ 出力＋ 出力－ 出力＋ 出力－

































































4) 滋賀県近江八幡市が、2000 年度において、発電パネル設置に助成を行い、モニタリングをした結果。 
5) 環境共生住宅推進協議会 文献[33] などを参照に、手を加えた。 
6) 冬木隆：多結晶シリコン太陽電池の現状と課題, 文献[13] 
7) 文献[13] [14][15][16][17]及び京セラ(株)ＳＥ商品技術部 柿添氏らのヒヤリングによる。 
8) 初期雨水除去装置：川本ポンプが開発した商品「kawa 太郎」セパーレーター。約 10L の筒状の貯留部に雨水が初期雨水が流
入、貯留部内部の浮きが上昇し、浮きに引き上げられ下部の排水口に栓がされ、雨水がタンクに流入する仕組みになっている。 
9) 日最大１時間降水量：京都地方気象台では 1906 年より観測を開始したところ、1980 年 8 月 26 日に 88mm を記録している。 
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表 6-１ 実験住宅における太陽光パネルの仕様 
太陽電池セル（太陽電池素地） 多結晶シリコン 
太陽電池モジュール 建材一体型太陽電池モジュール 
太陽電池容量 2.8kw（70w×40 枚） 
設置面積 25.0 ㎡ 
年間予測発電量 （メーカーによる全国平均） 2917kwh/年 
太陽電池設置面 西南西（19 度） 




 実験住宅は京都市内の第一種低層住居専用地域に、延床面積約 160 ㎡の木造２階建て住宅とし









南北の各一カ所の外部と内部に温湿度センサーを設置し、これも 30 分毎に記録している。 
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（12～2 月=0.90）（3～5・9～11 月=0.85）（6～8 月=0.80） 
Kw：配線、受光面の汚れ、逆流防止ダイオードによる損失などの補正値=0.92 
Ke：モジュール設置方法による損失の補正値（屋根材型=0.98） 
Kc：電力変換効率に伴う損失（エコノライン 401 の場合=0.945） 
 
表 6-2 実験住宅の月平均傾斜面日射量日積算値と月間予測発電量 
  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 合計
月平均傾斜面日射量 
日積算値（kWh/㎡日） 
2.41 2.75 3.59 4.22 4.64 4.06 4.15 4.40 3.57 3.21 2.57 2.18 41.73
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３－２ 電力使用量の予測 
 実験住宅居住者が、新築の実験住宅に移るまでに生活していた住宅（以後は前住宅と呼ぶ）で










でのガス併用一般住宅の月平均電力使用量 310 kWh/M 7)よりも大きくなると予測されるため、倍
増したものと設定した。 
  
表 6-3 前住宅と実験住宅の建築及び設備概要の比較 
 前 住 宅 実 験 住 宅 
所  在  地 京都市左京区 京都市北区 
構     造 コンクリート造 ２階建 木造（２棟） ２階建 
延 床 面 積 80 ㎡ 159 ㎡ 
調 理 器 具 ガス調理器 IH クッキングヒーター 
給 湯 設 備 ガス給湯器 電気温水器(460L) 
備付電灯消費電力積算値 580W 1,308W 
冷房設備消費電力積算値 1,600W 3,180W 




と仮定し、厨房・給湯ガスの使用量の比を１：４と定め 8)、ガスコンロを IH クッキングヒーター
に、ガス給湯器を電気温水器に置き換えてのエネルギー消費量を概算する。冬期の暖房ガス使用
量は 20ｍ3 越えた分とし、ガスファンヒーターとエアコンで、同効力のものを使用したとして試
算した 9)（表 6-4）。 
  
表 6-4 オール電化(実験)住宅の電力使用量（推定値） 
  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
前住宅(実績値)（kWh） 415 435 399 256 200 149 205 185 189 155 180 278
オール電化住宅（推定値）
（KWh） 
1,517 1,664 1,417 949 709 529 657 540 579 526 638 902
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験住宅においては、推定使用電力量の合計が 3,013kWh、推定発電量が 1,234kWh であり、４割近
く電力を賄えた（図 6-3）。 
実際の電力使用量(計 2,524kWh)と発電量(計 1,193kWh)を見ると、月平均 48％の電力が自宅の太
陽光発電で供給できる計算になり、一ヶ月あたりの月平均買電量は 266kWh/M であった。これは、
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関電エリア内の夏期における一般なガス併用住宅一軒あたりの月平均電力使用量 5)（実績値）
346kWh (５～９月計 1,722kWh)よりも下回る。電力会社から供給を受けた一ヶ月あたりの電力量
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から２階への小窓をはじめとする、空間を仕切る建具を開放し、室内の熱い空気を天窓から排気
した効果もある。真夏の日中時 13)に、天窓の直下において階下からの上昇気流を計測したところ、




 電力需要が最大になるのは、真夏の昼間である。平成 13 年度においては８月２日の 3,306 万 kW
であった。ピーク時の電力需要による負荷は年々増大している 15)。電力使用量最大日の世帯あた
りの電力供給量と、実験住宅における実際の太陽光発電量（図 6-5）を重ねてみると、電力使用量





表 6-5 夏期ピーク日の最大負荷 
ピーク日 1971.8.28 1981.7.21 1991.823 1996.8.2 2001.8.2 























図 6-5  夏期電力使用量最大日（８月２日）の日変化 
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図 6-6  木津町図および木津中央地区の位置図 
 











計画住宅用地 8.5 150 550 3.5 1,900 
一般住宅用地 80.3 230 3,450 3.5 12,000 
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図 6-7 木津中央地区の土地利用計画図（出典：都市基盤整備公団による） 
 
 
表 6-7 土地利用計画 
種  別 面積（ha） 割合（％） 備考 
公共用地道路 50.5 20.5  
公園・緑地 20.6 8.4  
河川・水路 2.9 1.2  










計画住宅用地 8.5 3.5  
一般住宅用地 80.3 32.7  






学研施設用地 57.9 23.5  
商業施設用地 10.3 4.2  
教育施設用地 9.8 4.0 中学校１、小学校２、幼稚園２ 
供給処理施設用地 2.2 0.9 配水池、変電所、鉄塔 など 
鉄道用地 1.4 0.6  
墓地用地 1.3 0.5  
小   計 82.9 33.7  
計 171.7 69.9  
合   計 254.7 100.0  
       出典：木津中央特定土地区画整理事業 
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表 6-8 木津中央地区における月平均傾斜面日射量日積算値と月間予測発電量 





3.04 3.30 4.01 4.53 4.88 4.36 4.65 4.97 4.16 3.78 3.28 2.84 47.82





2.78 3.10 3.84 4.43 4.88 4.38 4.67 4.93 4.04 3.55 3.03 2.58 46.20





2.78 3.09 3.84 4.48 4.88 4.38 4.67 4.93 4.03 3.57 3.00 2.57 46.21


























































6)CO2 排出量原単位= 0.28kg-CO2/kWh(2000 年度)関西電力(株) 「地球環境アクションレポート 2001」。現在は、関西電力が電
力業界で最も低い水準である。本研究の実験住宅及び対象地域である木津中央地区は、関電エリアであるため、この数値を使
用した。電力業界全体では、0.371kg-CO2/kWh:電気事業連合会「電気事業における環境行動計画 2001」 
 0.328kg-CO2/kWh：東京電力(株)「TEPCO 環境行動レポート 2001」 
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 0.425kg-CO2/kWh：東北電力(株)「地球環境行動レポート 2001」 
 0.317kg-CO2/kWh：九州電力(株)「2001 年度境アクションレポート」 
7)一般の家庭用電気使用量= 310kWh：関西電力（株）電力供給管内 2,000 世帯を対象にしたサンプリング調査平均値 




9) 厨房ガス：ガスコンロ標準使用量(9m3×40％)を熱量換算し IH 調理器(熱効率 78％)で算出。給湯ガス：460Ｌﾀｲﾌﾟの電気温水
器の標準使用量電気温水器(減効率 90％) (社)日本電機工業会調べ。ガスファンヒーター(10 畳用)をエアコン(10 畳用)で試算。 
10) オール電化住宅一ヶ月あたり電力使用量= 905kWh： 13) + 55kWh(調理機器電気使用量) + 540kWh(電気温水器 460L,54kW)、
(社)日本電機工業会調べ 
11) 一般家庭ガス使用量：大阪ガス(株)供給管内の全家庭用顧客 545 万件（戸建住宅 45%、集合住宅 55%）を対象にした H12
年度の実績による。 
12) 厨房ガス：年間一律=約 6m3／月 ＋ 給湯ガス：夏期の最小値＝約 12m3／月、冬期の最大値＝約 40m3／月 ＋ 暖房ガス（大
阪ガス調べ）を参考に試算 
13) 2001 年８月３日、実験住宅に屋内の状態を体感するために滞在した際に測定を行った。 
14) 京都の天候は曇で、平均気温は 30.9℃、最高気温は 38.2℃であった。気象庁月報 2001 年８月(CD-ROM)による。 
15) 関西電力（株）平成 13 年度の電力供給管内への電力供給量の実績値による。 
16) 発電量の算出は実験住宅と条件を同じにし、地域変動のある日射量については木津町から最も近い奈良のデータを利用した。
なお、奈良の日射量は、実験住宅に用いた京都の日射量と同じく(財)日本気象協会：太陽光発電システム実用化技術開発「発
電量基礎調査」S62-3 による、1961 年から 1990 年の 30 年間の平均値を使用している。 
17) 導入率： 国土省によると平成 12 年度の近畿地域における住宅の新築件数は 58,930 件、関西電力と新規の売電契約締結は
3,395 件。近畿地方における住宅新築時の太陽光発電導入は 5.76 パーセントといえる。また、文献[14]では、2010 年の日本平
均太陽光発電導入率は５パーセントとしている。 
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かった初期雨水 1mm 毎の pH と伝導率の計測をしたところ 10) 、最初の 1mm が pH4.0 を示し、















































図 7-2 初期雨水酸性度（8 月 20 日） 
 
実験住宅における雨水タンクの貯水量予測は、集水屋根面積、雨水使用予測量、に加え 2000
年～2001 年の地域別日別降水量 11) などから求めた。日別降雨量は、過去 29 年間の対象地であ
る京都の月別平均月別降水量 12) （7-9 月 563.9mm、12-2 月 115.7mm）と、サンプルとした期間







図 7-3 雨水利用状況の算出方法 13） 
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表 7-1 京都の月別降水量とシュミレーション使用データ 
 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 年 
1971-2000 49 65 112 135 155 230 215 144 205 121 75 42 1545 
2000 67 28 96 88 145 146 50 78 332 148 172 19 1369 
2001 113 79 87 27 149 215 101 99 130 171 32 







採用した便器に必要な洗浄水量 14) は、大レバーで 8Ｌ、小レバーであると 6Ｌである。便器の種
類により、8～20L 必要とされているが、性能と洗浄水量を検討し、便器及びタンクを選定した。
トイレ後の手洗いには１L/回の水量が必要とされているが 15) 、手洗い付タンクを採用することに
より、不要となった。便器使用回数は、男女とも平均 5 回 16)として、大レバー使用はそれぞれ１
回とすると、夫婦２人が在宅の場合１日当たり 64L の便器洗浄水を必要とする。実験住宅の場合、
うち通勤者が１人であるため平日は 46L17)とし、週末２日は 64L とすると、１週間当たり 358L
の便器洗浄水が必要である。便器の洗浄水を中心に雨水を使用する時期は、8.8 日分の貯留が可能
である。最も降水量の少ない時期である 12 月～2 月における京都の日別降水量 11) を基に、雨水
流出入収支を推定したみたところ、便器洗浄水として計 4,662L 使用する内、1,358L の補助水を
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約 22L（108.8 ㎡）、合計 138L の水が必要だということになる（表 7-2）。従って、最も雨水タン
クの貯留水を使用する水やりの必要な時期に使用する１日当たりの雨水最大利用水量は、便器洗
浄水 64L と合わせて 202L となる。タンクの容量から、３日以上降水が見られなかった場合、上
水がタンクに流入することになる。庭散水が必要な時期は通常、梅雨明けから 10 月中頃までであ
るため、そのうちの３ヶ月である７月～９月の日別降水量 11) を基に、雨水流出入収支を推定した
みたところ、便器洗浄水と散水用水に計 15,662L 使用する内、10,216L の補助水を必要とし、




表 7-2 前住宅と実験住宅の設備概要 
 前  住  宅 実 験 住 宅 
所   在   地 京都市左京区 京都市北区 
敷  地  面  積 116.65 ㎡ 198.36 ㎡ 
植栽面積（散水面積） 25.53 ㎡ 29.11 ㎡ 
打水が必要な面積 2.5 ㎡ 108.8 ㎡ 
便 所 箇 所 数 1 カ所 3 カ所 
風 呂 浴 槽 容 量 240L（満水時 300L） 200L（満水時 260L） 
雨 水 収 集 面 積 なし 63.68 ㎡（30.24＋33.44） 
































   （推定値）
(L) ７月 ８月 ９月 (mm)
降水量
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活用水量の増加が見られていたが、ここ数年は著しい増加が見受けられない。これは、節水型洗
濯機や節水型食器洗機の普及などの影響が考えられる。また、渇水頻度の高い都市住民の生活用
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３－３ 実験住宅の雨水利用状況 
降水量の少ない時期（12-2 月）と 3 ヶ月間の便器洗浄用水量 6,850L のうち、78.8％にあたる
5,400L は雨水を利用している（図 7-8）。算出した便器洗浄用水量を上回る雨水利用が見られるの















































































図 7-9 散水の必要な時期における実験住宅雨水タンク内雨水収支（実測値） 
 
 
散水の必要な時期（7-9 月）の実測値をみると、便器洗浄水と散水に要した水量は 9,817L であ
り、51.3パーセントの 5,037L は、雨水の利用が行われた。降水量の記録を見ると、７月は 140.5mm、
８月 126.5mm、９月 86mm であった。補助水の流入量は、最も降水量の多かった７月が多く
2,123L で、利用水の５割ほどを補助水でまかなっていたことになる。これは、台風の影響で数日
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日中、10 回の 6～8L の利用は、便器洗浄を行ったものである。夕刻に 188L の水がタンクより流
出しているが、この時間に庭への散水を行っている。散水は、日によって水量にばらつきがある
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表 7-3 実験住宅雨水タンク内の水質検査結果 
項  目  測定値 基準値 
一般細菌 ★ 100 個/ml 以上 100 個/ml 以下 
大腸菌群 ★ 検出 検出されないこと 
カドミウム  0.001mg/l 未満 0.001mg/l 以下 
水銀  0.00005mg/l 未満 0.0005mg/l 以下 
鉛  0.035mg/l 0.05mg/l 以下 
ヒ素  0.001mg/l 未満 0.01mg/l 以下 
六価クロム  0.005mg/l 未満 0.05mg/l 以下 
シアン  0.001mg/l 未満 0.01mg/l 以下 
硝酸性窒素・亞塩酸性窒素  0.34mg/l 10mg/l 以下 
フッ素  0.08mg/l 0.8mg/l 以下 
亜鉛  0.11mg/l 1.0mg/l 以下 
鉄 ★ 0.67mg/l 0.3mg/l  
銅 0.28mg/l 1.0mg/l  
マンガン 0.025mg/l 0.05mg/l  
塩素イオン 0.6mg/l 200mg/l  
カルシウム、マグネシウム等（硬度） 2.0mg/l 300mg/l  
蒸発残留物 10mg/l 500mg/l  
陰イオン界面活性剤 0.02mg/l 0.2mg/l  
フェノール類 0.005mg/l 0.005mg/l  
有機物等（過マンガン酸カリウム消費量） 1.4mg/l 10mg/l  
ｐＨ値 7.26 5.8 - 8.6 
味 - - - 異常でないこと 
臭気 異常なし 異常でないこと 
色度 1 度 未満 5 度 未満 
濁度 0.7 度 2 度 
   
遊離残留塩素 0.01mg/l 未満 0.1mg/l 以上 
有機リン 0.1mg/l 未満  
   
伝導率（COND） 0.3ms/cm  * 
溶存酸素 9.6mgl  * 
※採水日時：平成 13 年９月６日 14:30、気温：28℃、水温：23℃、天候：晴 


























積は 150 ㎡以上 26) であり、建坪率 60％としても集水屋根面積は 90 ㎡以上確保できるため、雨
水タンクの容量は実験住宅と同じ最大の物とし、集水屋根面積を 60 ㎡以上と設定した。一世帯あ





水量 16) を基に、雨水流出入収支を推定したみたところ、便器洗浄水として計 5,400L 使用する内、
1,680L の補助水を必要とする。従って、最も降水量の少ない時期においても便器洗浄水の約 69％
である 3,720L の雨水利用が見込める（図 7-11）。水のみに利用したとして、７月～９月は 65％
の 3,540L の節水が可能で地域全体として１日当たりの水道水供給量 4,093,881L28) のうちトイレ






























(L) 12月 １月 ２月 (mm)
降水量
 
図 7-11 木津町中央地区における雨水利用システムの状況（推定値） 
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7) 初期雨水除去装置：約 10L の筒状の貯留部に雨水が初期雨水が流入、貯留部内部の浮きが上昇し、浮きに引き上げられ下部
の排水口に栓がされ、雨水がタンクに流入する仕組み。 
8) 日最大１時間降水量：京都地方気象台では 1906 年より観測を開始したところ、1980 年 8 月 26 日に 88mm を記録している。 
9) 散水量 84L/m：タンクが既に満水であったとして、88mm/h の降水があったとすると、5027.44L/h、84L/m のオーバーフロー
水が見込まれる。 
10) 酸性雨測定：2001 年８月 20 日 18:30 から、12 日ぶりの降水が認められた。酸性雨測定装置を使用し、初期雨量 1～8mm を
それぞれ 5cc 採集し、pH と伝導率の測定を行った。 
11) 日別降水量：2000 年 11 月～2001 年 2 月、及び、2000 年 7 月～8 月。(財)気象業務支援センター「気象庁月報」(CD-R)によ
る。  
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15) 手洗用水：ジ・ア－ス・ワ－クスグル－プ編「地球を救うかんたんな 50 の方法」講談社、環境庁などのパンフレットによ
ると、トイレの後の手洗用水は、1L/回となっている。サンプルとして、10 人が軽く手を洗うときに使用する水量を実測して
みたところ、平均 0.8L であり、大きな差は認められなかった。 
16) １日当たり便器使用回数：文献[14]、武藤の導いた曲線式によると、男子小便 5.57 回・大便 1.07 回、女子 5.295 回である。
衛生機器メーカーは、男女とも大１回、小４回としている。筆者が、6 月 25 日から日間、任意の成人男女 11 人に回数を記録
して貰ったところ、男子 5.75 回、女子 5.33 回という結果が出た。これは、武藤による曲線式の結果と類似しているため、本
研究では 6 回とした。 








は対前年比 0.7%減の 335L／人･日である。 
21) 平成 11 年度 家庭用水量（人/日）:最大給水量（京都市 H10=550L, H11=535L, H12=516L、福岡市 H11=442L、大阪市 H11=652L）
平均使用水量（京都市 H10=457L, H11=447L, H12=440L、福岡市 H11=302L、大阪市 H11=258L）各水道局による 
22) 1997～2000 年までの実測データによる一人一日平均生活用水量 
23) 2001 年４月～2002 年３月までの実測データによる一人一日平均生活用水量 
24) 二酸化炭素排出量数値：水道１m3 についき 0.16kg。環境省による。 
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